
関係法令

１．鉄道事故等報告規則の根拠法令

○改正鉄道事業法
（事故等の報告）
第十九条 鉄道事業者は、列車の衝突若しくは火災その他の列車若
しくは車両の運転中における事故、鉄道による輸送に障害を生じ
た事態、鉄道に係る電気事故又は鉄道に係る災害であつて国土交

、 、 、通省令 で定めるものが発生したときは 遅滞なく 事故の種類※
原因その他の国土交通省令 で定める事項を国土交通大臣に届け※
出なければならない。

第十九条の二 鉄道事業者は、前条に定めるもののほか、同条の国
土交通省令 で定める列車又は車両の運転中における事故が発生※

するおそれがあると認められる国土交通省令 で定める事態が発※
生したと認めたときは、遅滞なく、事態の種類、原因その他の国
土交通省令 で定める事項を国土交通大臣に届け出なければなら※
ない。

（準用規定）
第三十八条 第六条、第九条、第十二条、第十八条から第十九条の
二まで、第二十三条（第一項第二号及び第四号に係る部分を除
く 、第二十四条、第二十五条、第二十六条第一項から第四項。）
まで、第二十七条第一項から第四項まで及び第三十条（第五号か
ら第七号までに係る部分を除く ）の規定は、索道事業について。
準用する。この場合において、第九条第二項（第十二条第四項に
おいて準用する場合を含む ）及び第十二条第四項において準用。
する第八条第二項中「事業基本計画及び鉄道営業法（明治三十三

） 」 、年法律第六十五号 第一条の国土交通省令で定める規程 とあり
並びに第十二条第四項において準用する第十条第二項中「鉄道営
業法第一条の国土交通省令で定める規程」とあるのは「第三十五
条の国土交通省令で定める技術上の基準」と、第十二条第一項中
「第十条第一項又は前条第一項」とあるのは「第三十四条の二第
一項」と、第十二条第三項中「完成したときは、遅滞なく」とあ
るのは「完成したときは」と、第二十三条第一項第一号中「運賃
等の上限又は料金（第十六条第一項及び第四項に規定するものを
除く 」とあるのは「運賃（第三十六条の国土交通省令で定め。）
る種類の索道に係るものを除く 」と、第二十六条第三項及び。）
第二十七条第三項中「第五条第一項」とあるのは「第三十四条」
と読み替えるものとする。

※：鉄道事故等報告規則

２．軌道法施行規則及び軌道事故等報告規則の根拠法令

○軌道法
（帳簿等の提出命令及び監査）
第十三条 主務大臣又ハ都道府県知事ハ監督上必要アリト認ムルト
キハ軌道経営者ヲシテ帳簿、書類及図面ヲ提出セシメ又ハ監査員
ヲ派遣シテ軌道ノ設備、事業ノ状況並会計及財産ノ実況ヲ監査セ
シムルコトヲ得


